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研究開発イノベーションの創出に関わるマネジメント人材等に関する実態調査報告

1.調査の目的

本調査は、大学や研究機関における研究開発マネジメントに係る機能、研究開発マネジメント

人材の雇用環境や担当業務、課題、期待される役割等に関する実態を把握することを目的として

いる。

2.調査対象機関及び調査項目

調査対象機関は、国公私立大学（短期大学を除く）、国公私立高等専門学校、大学共同利用機

関法人、研究開発法人、国立試験研究機関・公設試験研究機関とする。研究開発法人とは、「科

学技術・イノベーション創出の活性化に関する法律」（平成二十年法律第六十三号）第二条第九

項に定める法人を指す。

本調査では、2023 年 12 月 1 日現在での調査対象機関の状況について、調査項目ごとの設問に

回答してもらった。

調査項目は以下のとおりである。

Ⅰ．研究開発マネジメント人材の雇用状況について

Ⅱ．研究開発マネジメント人材の業務内容について

Ⅲ．研究開発マネジメント人材の運用について

Ⅳ．研究開発マネジメント人材の雇用の評価や課題、将来方針について

3.本調査における研究開発マネジメント人材の種類

・リサーチ・アドミニストレーター（※）（以下、「RA」という。）

・主として研究開発マネジメントに携わる教員・研究者（共同研究センター、産学連携本部の

専任教員・特任教員など）（以下、「教員・研究者系」という。）

・主として研究開発マネジメントに携わる事務職員（本部、部局配置者を含む）（以下、「事務

職員系」という。）

・主として研究開発マネジメントに携わるその他の専門職の職員（以下、「その他の専門職」

という。）

※研究開発内容について一定の理解を有しつつ、プロジェクトの企画・運営や研究資金の調

達・管理、 知財の管理・活用等をマネジメントする人材。URA をはじめ、2013 年作成の

「スキル標準」に挙げた業務を行う人材で、大学のみならず、「Q2」の選択肢 2～5 の機関

に配置されている者を含む。また、産学官連携コーディネーター、知的財産マネージャー等

の職名の者を含む。
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4.結果 
国内の大学・公的研究機関 1,241 機関を対象に研究開発イノベーションの創出に関わるマネジ

メント人材等に関する実態調査を実施した。回答があった 864 機関（回収率 69.6％）のうち、

研究開発マネジメント人材を配置していると答えた 365 機関の回答データを集計・解析したとこ

ろ、以下のことがあきらかになった。 
  

 
  
※ 各セルの下段は回収率、上段は研究開発マネジメント人材がいると回答した機関数及び％を

表す。 
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報告 1：研究開発マネジメント人材の種類別内訳 
（１）研究開発マネジメント人材を雇用している機関は 365 機関（29.4％）であり、機関で雇用

している研究開発マネジメント人材の数は、無期雇用 5,874 名（56.0％）、有期雇用 4,614
名（44.0％）、合計 10,488 人だった。 

 
（２）研究開発マネジメント人材の種類別内訳は、RA 1,755 名（16.7％）、教員・研究者系

3,002 名（28.6％）、事務職員系 4,219 名（40.2％）、その他の専門職 1,512 名（14.4％）で

あり、事務職員の割合がもっとも大きい。 
 

 
 
（３）年齢層と職階にそれぞれスコアを付し、研究開発マネジメント人材の平均的なポジショニ

ングを行ったところ、年齢層では RA が最も高く、事務職員系が最も低く、職階では教員・

研究者系が最も高く、その他の専門職が低い結果となった。 
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（４）企業経験ありの割合は全体で 38.2％、種類別では、RA60.3％、教員・研究者系 22.9％、

事務職員系 33.9％、その他の専門職 54.8％であり、RA 及びその他の専門職では、半数以上

が企業経験者だった。 

 
 
（５）博士号保持者の割合は全体で 24.2％であり、種類別では、RA37.5％、教員・研究者系

46.5％、事務職員系 3.9％、その他の専門職 21.2％であり、教員・研究者系と事務職員系の

割合の差が大きい。 
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報告 2：研究開発マネジメント人材の雇用財源、勤務形態 
（１）雇用財源は、全体の 79.0％が運営費交付金（自主財源を含む）であり、研究開発マネジ

メント人材の種類を問わず最も高い割合にある。間接経費を財源とする雇用は RA が 13.4％
で最も高いが全体では 4.7％にとどまる。 

 

 
（２）研究開発マネジメント人材の勤務体系は、全体では固定時間制が 85.0％で、裁量労働制

が 15.0％だった。裁量労働制は、事務職員系では 2.5％にとどまる一方、RA の 26.9％、教

員・研究者系の 29.7％が裁量労働制であり、事務職員系とそれ以外とで勤務体系が大きく

異なる結果となった。 
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報告 3：研究開発マネジメント人材の業務内容 
（１）「研究戦略推進支援業務」「プレアワード業務」「ポストアワード業務」のエフォートを合

計すると RA は 39.1％、教員・研究者系は 33.6％、事務職員系は 36.7％、その他の専門職

は 41.7％と大きな差はなかった。しかし内訳を見ると、「研究戦略推進支援業務」は種類に

よらず同程度であるが（9.1％～11.1％）プレアワード業務は RA が大きく（17.7％）、ポス

トアワード業務はその他の専門職が大きい（20.7％）という特徴がみられた。 

（２）産学連携支援、知財関連の合計が占める割合は RA 32.1％、教員・研究者系 10.7％、事務

職員系 13.6％程度に達しており、その他の専門職は 12.1％であり、RA の割合が突出する結

果となった。 

（３）「近年新たに求められつつある業務」のうち、３％以上の業務を上げると、RA のスタート

アップ支援（4.1％）、教員・研究者系の機関経営への関与（3.4％）だった。 
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報告 4：研究開発マネジメント人材の育成等 
（１）研究開発マネジメント人材のための研修を独自に設けている機関は 7.7％だった。 

 

 
（２）研究開発マネジメント人材が一般社団法人リサーチ・アドミニストレータースキル認定機

構（以下、「URA スキル認定機構」という。）の提供する研修プログラムを受講することを、

業務として認めている機関は 47.9％だった。業務として認めている機関のうち、研修のた

めの経済的支援を行っている機関は 70.3％だった。 

 
 
（３）研究開発マネジメント人材が URA スキル認定機構以外の提供する研修プログラムを受講

することを、業務として認めている機関は 69.0％だった。業務として認めている機関のう

ち、研修のための経済的支援を行っている機関は 71.4％だった。 
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（４）研究開発マネジメント人材が URA スキル認定機構の提供する認定取得にあたり経済的支

援を行っている機関は 23.3％だった。 

 
 
（５）研究開発マネジメント人材のためのキャリアサポート（セミナー、公募情報周知）を行っ

ている機関は 29.9％だった。 

 
 
（６）研究開発マネジメント人材と管理職の間で業績・評価をめぐる面談の機会を設けている機

関は 71.8％だった。 
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（７）研究開発マネジメント人材を表彰する仕組みがある機関は 15.6％あった。 

 
 
（８）研究開発マネジメント人材に関して、他の機関、企業等との人事交流を行っている機関は

38.4％だった。 
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報告 5：研究開発マネジメント人材に対する機関の評価 
（１）研究開発マネジメント人材雇用の成果に満足している割合は、種類を問わず「ある程度満

足している」の割合が高い。「ある程度満足している」、「たいへん満足している」の合計の

割合が高いのは RA で、75.2％だった。 
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（２）研究開発マネジメント人材を雇用したことの成果をどのように評価するかの上位１位、２

位は「他機関との共同・受託研究（産学連携等）が増えた」、「外部研究資金の獲得額が増加

した」であり、一方で「研究成果（論文・特許等）の質が高まった」、「研究成果（論文・特

許等）の量が増加した」は下位（13 位、14 位）に位置した。 

  
 
 
 
（３）研究開発マネジメント人材の運用の課題の上位１位、２位は、「新規雇用時の人材確保の

難しさ」、「人材の量的不足」だった。一方で、「人材の質の不十分さ」は下位（9 位）に位

置する結果となった。 
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（４）研究開発マネジメント人材の将来に向けた方針の上位１位、２位は、「競争的資金の獲得

を推進させたい」、「企業資金の獲得を推進させたい」であり、「機関の本部等に経営人材と

して配置したい」が最下位の結果となった。 

   
 
 
（５）研究開発マネジメント人材の雇用に係る今後の方針として、「当面は現状維持とするが、

補助金があれば拡充する」が 56.4％、「当面は現状維持として補助金申請は考えない」が

29.9％であり、「自己資金で拡充する」と答えた機関は 12.6％だった。 
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（６）研究開発マネジメント人材を雇用する子会社を「設置している」と答えた機関は 2.2％、

「設置していないが、構想している」は 4.1％だった。 
 

   
 




